



























されたアメリカ公認会計士協会（AICPA, American Institute of Certiﬁ ed Public 
Accountants）会計原則審議会意見書第11号『所得税の会計処理』（Opinions of The 





























































（Financial Accounting Standards Board；財務会計審議会）によって公表された財務会
計基準書第96号『法人所得税の会計処理』（Statement of Financial Accounting Standards 

























































109号『法人所得税の会計処理』（Statement of Financial Accounting Standards No.109, 















































































































































































































































































































































































































































































法人税，住民税及び事業税 834 1,028 1,028
法人税等調整額 △8,965 5,954 4,552




少数株主利益 23 20 20












































































法人税，住民税及び事業税 3,211 3,931 3,931
法人税等調整額 △35 △37,879 △16,384




少数株主利益 756 719 719
当期純利益又は当期純損失（△） 2,640 55,891 12,390
（注） 平成23年３月期及び平成24年３月期は三越伊勢丹ホールディングス株式会社平成24年３月
期（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）の有価証券報告書の連結損益計算書より，
修正平成24年３月期は平成24年３月期の数値のうち法人税等調整額に関して注記の法人税
等調整額21,395百万円減少分を減算し，計算したものである。なお，修正平成24年３月期
に関して，端数は考慮していない。
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するとともに，本改正が有価証券報告書開示会社の会計にどのようなインパクトを与える
か確認した。この結果，平成23年度税制改正は，貸倒引当金の適用制限及び廃止，減価償
却制度を250％定率法から200％定率法に見直すことによる繰延税金資産の増加要因，欠損
金の繰越控除額が所得金額の80％制限されたことから繰延税金資産の取り崩し要因が考え
得ると同時に，法人税率の変更が特に大きなインパクトを与えることがわかった。
そこで，有価証券報告書開示会社への影響を実際に確認すると，有価証券報告書開示会
社の90％を超える会社で税率変更に伴う注記が行われたことから，そのインパクトの大き
さが確認できた。また，そのインパクトは，改正前に繰延税金負債よりも繰延税金資産の
大きな会社では最終利益を押し下げる要因となり，改正前に繰延税金資産よりも繰延税金
負債の大きな会社では最終利益を押し上げる要因と成り得るものであった。そして，我が
国では改正前繰延税金資産を計上する会社が多くを占めていたことから，平成23年度税制
改正は最終利益を押し下げる結果を招いた会社が多くを占めたのである。
つまり，税制改正でも特に法人税率の変更を伴う改正は税効果会計に大きなインパクト
を与えることが理解できる。そして，法人税率変更の改正は，平成23年度税制改正に限っ
たことではなく，平成25年度税制改正でも消費税率の引き上げ予想を背景に経済産業省か
ら要求される等（45），税率変更の改正が行われればその都度，企業会計に大きなインパクト
を与えることが予想されるものである。
したがって，平成11年に強制適用が開始され，14年が経過せんとする今，近年の経済，
会社の活動内容，会計の国際的調和化を踏まえて税効果会計の意義，その有効性，また，
その方法に関して再考する時期にあるのではなかろうか。また，本論文では分析すること
がかなわなかったが，我が国の多くを占めるのは中小会社であり，これら中小会社におけ
る税効果会計の在り方も考慮し，再考しなければならないのではなかろうか。
【執筆担当】
Ⅰ・Ⅱ　　　　：桝岡源一郎
Ⅲ・Ⅳ・Ⅴ・Ⅵ：谷川喜美江
（45） 経済産業省『平成25年度税制改正に関する経済産業省要望』平成24年９月，p.6
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〔要　旨〕
本論文では，まず，税効果会計に関してアメリカ及び我が国における沿革を概観した。
沿革から，税効果会計は，企業会計と法人税法の乖離が進むにつれ，大きくなる会計と課
税所得計算上生ずる差異を認識し，これらを適正に期間配分することで法人税等と税引前
当期純利益とを合理的に対応させることを目的として強制適用されるに至り，また，この
ために要求される会計処理であることがわかった。
このような目的から平成11年に全面的に適用となった税効果会計であるが，近年の経済
の回復を目的として行われている税制改正が企業会計にどのようなインパクトを与える
か，大きな改正が行われた平成23年度税制改正の背景と概要，本改正に伴う税効果会計の
処理を確認するとともに，本改正が有価証券報告書開示会社の会計にどのようなインパク
トを与えたか確認した。すると，有価証券報告書開示会社の90％を超える会社で税率変更
に伴う注記が行われたことから，そのインパクトの大きさが確認できた。そして，我が国
では改正前繰延税金資産を計上する会社が多くを占めていたことから，平成23年度税制改
正は最終利益を押し下げる結果を招いた会社が多くを占めたのである。つまり，税制改正
でも特に法人税率の変更を伴う改正は税効果会計に大きなインパクトを与えることが理解
できる。
そして，法人税率変更の改正は平成23年度税制改正に限ったことではなく，今後も起こ
り得る。したがって，強制適用から14年が経過せんとする今，近年の経済，会社の活動内
容，会計の国際的調和化を踏まえて税効果会計の意義，その有効性，また，その方法に関
して再考する時期にあるのではなかろうかとの結論に至った。
